
  
 

  
 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

  

 

魚肉ねり製品（かまぼこ、ちくわなど）の製

造業者による業界唯一の全国組織が 1940 年（昭

和 15 年）12 月に全国蒲鉾組合連合会として設

立されました。その後、「全国水産煉製品協会」

を経て、現在の「全国蒲鉾水産加工業協同組合

連合会」、そして「一般社団法人日本かまぼこ協

会」へと 80 周年を迎えることができました。 

これも、ひとえに協会社員の皆様をはじめ、

関連業界の温かいご支援の賜物と厚くお礼申し

上げます。 

私たちは今、自然災害の多発のみならず、昨

年来の全世界的な新型コロナウイルス感染症に

振り回されています。昨年は、当業界でも業態

の違いで大きな格差が生じました。外出自粛で、

観光地は閑散とし、観光分野に軸足を置くお土

産や旅行者を対象とする企業や飲食業・学校給

食関係が壊滅的な打撃を受けた一方で、巣籠も

り需要の増大で、量販店での販売は堅調で、中

には、前年を上回るケースも見られるなど、同

じ業種でありながら業績面では明暗が分かれま

した。 

そうした中でも、かまぼこ・魚肉練り製品の 

良質な魚肉タンパク質をアピールする「フィッ

シュプロテイン」の共通ロゴマークを制作しま

した。併せて、消費者向けに魚肉タンパク質の

特徴やメリットをわかりやすくＰＲし、会員各

社と協会が協働して、ロゴマーク普及と需要拡

大のネットワークをつくりつつあります。 

 時代が変わっても、各地の伝統と先取の気性

によって発展してきた蒲鉾業界はお客様に愛さ

れ、食べておいしい製品、健康にも良い食べも

のを提供し続けていきます。原料高、販路開拓、

労働力の確保など課題は山積していますが、諸

先輩方と同様に、業界が団結して苦境を乗り越

えましょう。 

 皆様のあたたかいご支援、ご協力をよろしく

お願いします。      

  



 

 

  

 

かまぼこ業界の今後に、伸びしろがあ

るか否か。あなたはどう思われますか？

水産ねり製品生産量は昭和 50 年がピー

クで 103 万トン、令和元年はそのころの

約 40％の 44 万トンです。人口減もあり

ますが、この数字から様々な解釈ができ

ます。私の解釈は「昭和 50 年からの 40

年間に、水産煉製品から他の食べ物へシ

フトした 60 万トンの需要を取り戻す伸

びしろがある」です。かまぼこ屋は、 

我々業界の中でも好不調の差が 

はっきりでています。私が担当して

いる小売部会では、お土産を中心と

しているところが多く、人の移動が

自粛されている中で大変厳しい売上

状況になっています。そんな中、新

しいチャレンジをしながら生き延び

ようと頑張っています。 

 かまぼこの健康性が着目されてい

る中、「フィッシュプロテイン」を広

めながら今後の蒲鉾業界の発展を期

待したいと思っております。 

規模の大小やそれぞれの得意な売り方

があります。広島は 9 割以上が中小規模

です。その中で、「広島ならでは」の需

要創出ということで、「がんす」を牡蠣・

お好み焼きと並ぶ広島名物に育てよう

と、組合員みんなで取り組んでいる最中

です。得意の分野を発揮して、１食でも

多く水産ねり製品を選んでもらうアプ

ローチです。 

各地、各社が知恵を練り、得意な売り

方で販売を伸ばし、業界全体を底上げし

ましょう。                   

 

 

全かま創立 80 周年を迎えるにあ

たり心よりお祝いを申し上げます。

そしてこれまで歴史を繋いできて頂

いた諸先輩方・関係各位に心より感

謝申し上げます。 

これまでも色々な荒波を越えてき

た訳ですが、現在われわれの前には

新型コロナウイルスの感染拡大とい

う壁が立ちふさがっています。 

の一つといえます。 

石田梅岩や新渡戸稲造は、学問よ

りも実践すべし、と言われました。

私たちはロマンとビジョンを持って

健康機能性食品としての “ＫＡＭ

ＡＢＯＫＯ”を、適正な価格で世界に

より一層拡げようではありません

か。 

組合員、ならびに日かま協社員の

皆様のご健闘を祈念申し上げます。 

全蒲８０周年記念の日に寄せて。 

１ 

 

 

ＳＤＧｓが叫ばれて久しく、日本

の中小企業でも「持続可能な社会」

を目的とした 17 の目標から身の丈

に合わせて様々な取組みを始めて

います。これは「先義後利」(荀子)

の考えに通じるもので、これから私

たちが改めて世に問う、フィッシュ

プロテイン(蒲鉾)を製造販売する商

人として、避けられない経営理念 



活動して参りました。中井正広のブラックバラエティ

を総会の場に、番組として招いたこともありました。

その後、全蒲では流通委員⾧を拝命し、「かまぼこバ

イブル」の制作、マスコットキャラクターとしてカマ

ピーとチックル、イメージソングの蒲鉾の歌等の企画  

に携わってきました。今回は久しぶりに下村会⾧の下 

で「業界全体の結束と活動」を目指して現職に 

臨んでいます。 1. 海外におけるすり身需  

要増加に対する業界対応  2. 「フィッシュ 

プロテイン」をキーワードにする新たな商品の 

喚起、この 2 つをテーマに部会の皆様の協力 

を得ながら 2 年間活動してきました。これから

も他の 2 部会とも連携を深めながら、頑張って

いきたいと思います。 

士の方々への食育を行ってい

ます。かまぼこの健康効能やか

まぼこを使った料理レシピの

紹介を管理栄養士の方々にタ

ーゲットを絞り行っています。 

一、「かまぼこは、日本古来よ

り魚料理の頂点にある究極の

一品」 

一、「『食』とは、その文字が表 

すように『人』を『良くする』」 

一、「地球は広い、世界中の人々に日

本のかまぼこを食べてもらう」 

お客様の健康と安心安全を常に考え

ながら、かまぼこの需要づくりを日々

探求する上でこの三つを念頭に邁進

することが大切であると思います。

 

需要づくり委員会では、インバウ

ンドの訪日客への囲い込みとして

SNS セミナーを実施し、スマート 

フ ォ ン で の Google マ ッ プ や

TripAdviser や Instagram への登録

やキャッシュレス決済の導入の重

要性を学びました。また、東南アジ

ア市場への販路拡大を目指してシ

ンガポールでの商談会を開催しま

した。昨今のコロナ禍で延期されて

いますが、終息後にはタイやシンガ

ポールや中国での商品見本市への

出展を計画しています。人口減少や

デフレが続く日本国内市場での販 

関係者の皆様には、毎年の品評会・

展示会への出品、運営にご協力いただ

いておりますことを深く感謝申し上

げます。残念ながら令和 3 年開催の品

評会は、新型コロナウイルス感染症の

影響でやむなく中止となってしまい

ましたが、当委員会では、2013 年に

品評会を一新して、審査会と同日に販            

売にも力を入れながら人口増加や

経済拡大が進む東南アジアの国々

に対して日本製の良さをアピール

していきたいと思います。 

国内においては、かまぼこが持

つマイナスイメージを払拭しプラ

スイメージを高める為に管理栄養 

２ 

売に繋がる展示試食会の実施を皮切

りに、農林水産大臣賞の受賞可能間

隔の変更、また地域特性奨励の大臣

賞が 1 本増枠される等の取り組みを

してまいりました。今後も業界の発

展、協会員の皆様の繁栄に貢献でき

る魅力的な品評会・展示会開催を目

指してまいる所存です。引き続き、

ご指導ご協力いただきますようお願

い申し上げます。                     

協会 80 周年記念にあたり、流通部会⾧としてお祝い

の御挨拶を申し上げます。 

まず、協会と私の関わりを紹介いたしますと、39 歳で

全蒲青に入会し、41 歳で下村会⾧の後任として、全蒲青

会⾧に就任しました。「楽しく有意義な時間」を目指し、 
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 全国団体である全蒲は組織の在り方が⾧年にわた

り問われてきたが、2019 年 4 月 3 日に念願だった新

組織設立にこぎつけ、6 月 18 日、「一般社団法人 日

本（にっぽん）かまぼこ協会」の第一回設立記念総会

を東京千代田区の学士会館で開いた。約 80 年の歴史

を刻んできた「全蒲」は令和のスタートとともに「日

かま協」として新たな一歩を踏み出した。また、全国

水産煉製品協会は解散となった。 

 これまでは会員を「組合」としていたが、新組織は

個々の製造業者である「企業」を議決権のある正会員

とした。未組織の業者の加入に大きく門戸を開き「日

かま協」はさらなる業界の発展を目指し様々な事業を

進めている。 



 

 蒲鉾が文献に初めて登場したのが 1115

年 7 月 21 日。蒲鉾は平安貴族の宴会にも

出されていた。全国かまぼこ連合会は、蒲

鉾誕生 900 年である 2015 年に、消費拡大

全国展開事業として、蒲鉾 1000 年を目指

し「かまぼこ 900 年 KAMABOKO ROAD

TO 1000」と題して多彩な事業を行った。

主な事業は、特設 Web サイトの開設、

900 年前の蒲鉾再現、小学生を対象にした

「夢のかまぼこ」募集、平安のかまぼこ料

理を味わう会、元気モリモリかまぼこ体操

イベントを全国で開催、など。 

 

４ 



  

 

  

質の重要性やロゴマークの意味を

消費者に分かりやすく説明する特

設ページも開設した。低カロリ

ー・低脂肪が特徴の「フィッシュ

プロテイン」をキーワードに健康

機能など、 

水産練り 

製品の有 

用性をア 

ピールし、 

さらなる 

需要喚起 

に向け業 

界挙げて 

取り組ん 

でいく。 

手軽にとれるメリットを、魚と

皿・ナイフのイメージで表現した。

また、魚や海（鮮度）を想起しや

すい青色を使用している（黒色も

可）。製品中に含まれる魚肉タンパ

ク質含有量が日本かまぼこ協会の

定 め る 基準 （ 8.1g/100g ま た は

4.1g/100Kcal 以上）をクリアした

商品に表記できる。 

キャッチコピー（タグフレーズ）

は「パッと使えて、パッと栄養！」

「パッと使えて、パッとお魚！」

「魚がおいしい、家族がうれし

い！」の 3 つ。会員メーカーは製

品ごとに標語を自由に選び表記す 

る。協会ホームページにタンパク 

 全 国 か ま ぼ こ 品 評 会 は

1947 年に第一回が開かれ、

2020 年で第 72 回を数える。

表彰は農水大臣賞、水産庁

⾧官賞ほかアメリカ大使館

賞、インド大使賞、栄誉大

賞、技術大賞など。天皇杯

への登竜門でもある農水大

臣賞には第72 回より新部門

「地域の固有価値」が加わ

った。また、2013 年にプロ

の同業者が選ぶ特別賞が加

わった。 

５ 

フィッシュプロテインのロゴ

マークとキャッチコピーを制定

し、2020 年 11 月 15 日の蒲鉾の

日に合わせ発表した。着手から 1

年半後のことだった。 

マークは、魚からタンパク質が



 

; 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2011 年 5 月 22 日、全国
蒲鉾青年協議会は仙台で笹
かまぼこ復興まつりを開
催、1,000 円の商品を半額
で販売した。 

  

 

６ 

  

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生した。

協会は被災会員の事業再建のため公的資金助成な

ど緊急特別措置を要請し実現した。 

また、被災地支援に立ち上がり、会員からの義

援金は 3200 万円に上った。11 月 5 日(土)・6 日(日)

に、東京・ＮＨＫ放送センター前広場で開催さ

れた「ふるさとの食 にっぽんの食」に出展し、

東北地方をはじめとする全国の「かまぼこチャ

リティ即売会」を実施した。会場ではかまぼこ

の知識を学べるパネルの展示や、かまぼこのク

イズを実施した。売上金はあしなが育英会を通

じて被災した子供たちに寄付した。 

2016 年 4 月には熊本地震が発生した。全か

まから義援金 50 万円、支援物資の提供、会員

店 

 

店舗で熊本産蒲鉾販売 

の協力などを行った。 



  

 

原材料や包材・流通コストなどの高騰が続く 20

19 年 9 月、下村会⾧はテレビ朝日「ビートたけ

しのＴＶタックル」に出演、業界の窮状を訴えた。

2020 年、COVIDʷ19 は業界にも大きな影響を

与えた。3 月の全国蒲鉾展示会は中止となり、審

査会のみの実施となった。また、通常総会は書面

で実施、全国蒲鉾業者大会は中止された。協会は

20 年 9 月 9 日、プレスリリース「新型コロナ感

染拡大に関する影響調査」を発表した。 
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1960 年に始まった夏期大学は製造

技術の伝承はもとより、参加者の交

流の場ともなっている。より高度な

内容の冬期大学は 9７年に開始され

た。2020 年の蒲鉾夏期大学は COVID

ʷ19 のため Zoom で行われた。 

 食の仕事に従事する管理栄養士向け

の「かまぼこ健康セミナー」も開催。 
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1973/1/25 ケーシング詰かまぼこの日本農林規格(JAS) 

の制定に伴い、東京検査所を開設し、ケーシ 

ング詰かまぼこの JAS 登録格付機関となる 

 

1974/12/21 特殊包装かまぼこ類の日本農林規格の制定(ケ 

ーシング詰かまぼこの JAS は廃止)に伴い、特 

殊包装かまぼこ類の JAS 登録格付機関となる 

 

1975/9/9 名誉会⾧ 小谷権六氏死去 

1976/8/9 鈴木廣吉氏が第 3 代会⾧に就任 

1978/11/15 テレビ CM で消費拡大キャンペーン 

1980/3/7 優良団体として農林水産大臣より表彰される 

1980/5/23 全蒲創立 40 周年記念式典を開催 

1982/6/9 谷川豊氏が第 4 代会⾧に就任 

1983/7/6 11 月 15 日を「かまぼこの日」に制定 

1985/6/14 すけそうだらの需要者割当てを受ける 

1987/1/22 視察団(21 名)がタイのすり身工場等を視察 

1987/7/30 第 3 代会⾧ 鈴木廣吉氏死去。89 歳 

1988/6/9 東野義次氏が第 5 代会⾧に就任 

1988/9/25 視察団 14 名がタイ・ラノン市 SIFCO(株)のす 

り身工場視察、全蒲認定工場の認証式を行う 
 

1988/11/1 「かまぼこの日」プレミアムキャンペーン 

1989/8/28 視察団(22 名)が米アラスカの GLS 及びアリ 

エスカ両陸上すり身工場を視察 
 

1990/5/28 全蒲創立 50 周年記念式典を開催 

1990/7/31 風味かまぼこの JAS 登録格付機関となる 

1990/8/6 第 2 代会⾧ 塩家好一氏死去。78 歳 

1991/4/1 全国蒲鉾厚生年金基金を設立 

1991/7/16 視察団(23 名)が米国シアトル市で陸上すり 

身関係者並びに洋上すり身関係者と懇談 
 

1993/3/18 来日した USSC メンバー7 名と熱海市で懇談 

1994/9/4 視察団(20 名)がオーストラリア及びニュー 

ジーランドの水産加工工場を視察 
 

1995/7/1 PL 法の施行に伴い、全蒲 PL 保険制度を創設 

1996/11/18 インドのチュワード市の HLL 社冷凍すり身工 

場を全蒲認定工場として認証式を行う 
 

1997/2/4 第 1 回蒲鉾冬期大学を開催 

1940/12/9 全国蒲鉾組合連合会(任意組合)を設立。事務 

所を大阪市西区土佐堀 1 丁目 5 に置き、統制 

物資の配給、蒲鉾製造用資材の斡旋を行う。 

理事⾧は小谷権六氏。この年の 10 月、政府は

物価統制令を公布、原料魚など主要物資に配給

制がしかれたための設立だったが、これを機に

全国の業者の交流が始まった 

 

 

 

 

1941/12/5 全国蒲鉾工業組合連合会を設立（工業組合法に

よる） 

1944/7/1 全国水産煉製品統制組合に名称変更 

1947/3/1 全国水産煉製品商工業協同組合連合会に変更 

1947/8/1 全国水産煉製品商工業協同組合連合会を解散、 

任意組織の全国水産煉製品協会を結成 
 

1947/10/1 事務所として、東京都千代田区神田佐久間町 

3 丁目 37 番地(現在地)に蒲鉾会館を建設 
 

1947/11/1 三越本店で第 1 回全国水産煉製品展示品評会  

(現・全国蒲鉾品評会)開催 

1948/9/15 「水産煉製品新聞」創刊 

1955/8/1 全国蒲鉾協同組合連合会設立（中小企業等協同

組合法による） 

1959/11/26 創立 20 周年記念式典を開催。「水産煉製品 

ハンドブック」を出版 
 

1960/8/2 第 1 回蒲鉾経営ゼミ(夏期大学の前身)を開催。 

1962/5/20 特別・賛助会員制度を発足 

1965/3/16 蒲鉾研究所を開設 

1967/1/18 水産業協同組合法による全国蒲鉾水産加工業 

協同組合連合会に改組。初代会⾧は小谷権六氏 
  

1968/10/1 福祉共済制度発足 

1969/5/30 水産ねり製品製造業につき、中小企業近代化 

促進法による業種指定を受ける 
 

1970/3/5 全蒲創立 30 周年記念式典開催 

1970/7/10 塩家好一氏が第 2 代会⾧に就任。小谷権六氏は

名誉会⾧に 
 

  

1970/11/6 

1971/3/22 

全蒲ビルが現在地に完成。鉄筋 5 階建 

第 1 回市販かまぼこ共励会を開催 

 

あ ゆ み ①  



 

  
2006/6/29 小谷公穂氏が第 7 代会⾧に就任 

2007/2/7 全蒲財政再建特別検討会が最終報告を取りま 
 

とめた。人件費・機関紙制作費用削減などで 

財政改善を目指すことに 

 

2007/4/1 賦課金が 8 千円から 1 万 2 千円に改定 

2007/8/22 第 6 代会⾧ 金子喬一氏が死去。70 歳 

2007/9/28 第 60 回品評会大阪大会が開催。従来の全国持

ち回りスタイルの品評会にピリオド 
 

2008/2/15 マルハ、日本水産両社にすり身価格の沈静 

化と適正な価格での販売の要望書を提出 
 

2008/2/24 全蒲視察団がベトナムのブンタウ、ホーチ 

ミン・ダナンのすり身工場などを視察 
 

2008/3/29 内閣府特命担当の岸田文雄大臣に要望書を 

提出し、食品表示などについて陳情した 
 

2008/7/1 未利用資源活用加工プロジェクト開始 

2008/7/23 全国蒲鉾品評会のトライアルが 25 日まで、 

第 10 回シーフードショーで実施された 
 

2008/9/22 小谷会⾧らが農水省を訪ね、すり身の安定供

給等を陳情 
 

2008/10/17 第 2 回理事会で、今後の総会・業者大会を 

全国各地の持ち回り開催とすることを決定 
 

2008/11/13 全蒲と USSC(米国すり身協会)のミーティン 

グが米国で開催され、小谷会⾧らが渡米 
 

2008/11/15 第 4 代会⾧ 谷川豊氏死去。95 歳 

2009/2/24 新スタイルの第 61 回全国蒲鉾品評会の審査

会が東京で実施された 
 

2009/3/1 水産庁が加工原料需給分析及び国産魚の有 

効活用事業を支援する為の補助事業に 1 億 

2 百万円の予算を計上 

 

2009/6/26 新品評会の表彰式を兼ねた業者大会と全蒲 

総会が札幌で開催 
 

2009/7/22 第 61 回蒲鉾品評会展示会が 24 日まで東京 

ビッグサイトのシーフードショーで実施 
 

2009/10/10 EU 諸国での白身魚のフィレ需要を探るため 

全蒲視察団が、ドイツとフランスを訪問 
 

2009/10/26 組織体制の見直しを急ぐ全蒲組織対策委員 

会が開催され全蒲を一般社団法人へ組織変 

更する案が浮上 

 

2010/6/29 全蒲創立 70 周年記念式典を沖縄で開催 

９ 

1997/11/14 食品衛生法による HACCP 承認制度の対象品目 

として魚肉練り製品が政令指定 
 

1998/2/10 全蒲連がホームページを開設 

1998/11/6 第 1 回水産ねり製品料理アイデア大賞表彰式 

1999/2/1 全蒲連が自動車リースの斡旋サービスを開始 

2000/3/5 スペイン・ポルトガルへ視察。28 人参加 

2000/5/29 金子喬一氏が第 6 代会⾧に就任 

2000/9/1 全国蒲鉾厚生年金基金の理事会開催、過去最高 

の運用収益 8 億 4 千万円を計上 
 

2000/11/10 全国蒲鉾品評会東京大会の業者大会と全蒲創 

立 60 周年記念式典を帝国ホテルで行う。 
 

2001/2/4 平成 12 年度海外視察でインドの全蒲認定工場

のヒンダスタンリーバ社を訪問。22 人参加 
 

2001/3/30 流通対策委員会制作の「海からの贈り物」が 

完成。事務局への申込みは 45 万部以上 
 

2002/1/20 第 5 代会⾧ 東野義次氏が死去。78 歳 

2002/2/14 ドイツ・ブレーメンの国際魚介展示会、フラ 

ンスのかに蒲工場を訪問。参加 24 名 
 

2002/9/25 全蒲・全蒲青共催の合同慰霊祭が京都の霊山 

観音で開催、全国から 100 人参列した 
 

2002/12/1 中田喜子さん起用の販促用ポスター完成 

2002/12/10 かまぼこソングの CD が完成 

2003/2/16 タイ国へ海外視察。4 社を訪問 

2003/4/15 流通広報委員会が平成 15 年度の活動のメイン

事業を学術研究助成とすることを決定 
 

2003/10/21 日本テレビのおもいっきりテレビで、おでん 

が高血圧・脳卒中に有効と放送 

2003/12/17 2004 年 4 月から施行される消費税込み総額 

表示に伴い日本チェーンストア協会に本体価 

格併記の要望書を提出する 

 

2004/7/15 2003 年の蒲鉾生産量が 59 万㌧と農水省発表 

2004/11/10 マスコミ関係者を対象とした第 1 回かまぼこ 

の機能性セミナーを開催、約 40 社が出席 
 

2005/2/25 品評会検討委員会が開催され、今後の品評会 

のあり方の協議が始まる 

2005/5/1 ネットの蒲鉾に対するネガティブ情報の対 

処のため流通広報委が Web 大掃除作戦を展開 
 

2005/6/5 

2006/2/25 

全蒲視察団がシアトルとバンクーバーを訪問 

05 年水産練り製品支出金額が 9 千円を割込む 



より米国スリミ関税は 4.2％のまま 

＊＊ 2015 年 

1 月    かまぼこ 900 年キャンペーン事業でピンバ

ッジを配付 

2 月   「製造コストの高騰」を報道機関へ配信 

2 月 かまぼこ 900 年のぼりを配付 

5 月   「元気モリモリかま 

ぼこ体操・食育」イ 

ベントを新潟県で実施 

6 月   かまぼこ未来会議、 

中・⾧期ビジョン 

「10 年、20 年を見据 

えて今取り組むべき 

こと」の冊子配布 

7 月   「夢のかまぼこ大募集」 

を小学生対象に実施 

7 月   「平安のかまぼこと料 

理を味わう会」を京都 

木乃婦で実施      

7 月 かまぼこ 900 年再現かまぼこの限定販売 

7 月 Web 特 設 サ イ ト 「 か ま ぼ こ 900 年 

KAMABOKO ROAD TO 1000」を開設 

10 月   イタリアで資源・市場調査。ミラノ国際博覧

会視察 

11 月 夢のかまぼこ 実作品の公開 

12 月  東京海洋大学で「かまぼこ 900 年」特別展 

＊＊ 2016 年 

3 月 健康機能アピール動画「カマピー&チックル

の日本昔話・かぐや姫と桃太郎」を公開 

3 月 小冊子「かまぼこは 

 "タンパク質のかた 

まり"」と、「かまぼこ  

クリアファイル」を 

配布 

4 月 輸出販促材として 

かまぼこを紹介する 

英文カードを公開 

（10 月に中国語版公開）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊＊ 2011 年 

1 月  インドネシアのすり身工場を視察 

3 月    東日本大震災が発生 

4 月  宮城・千葉の被災者を訪問、義援金を手渡す 

11 月   東北復興支援チャリティー即売会を開催 

    売上金 130 万円をあしなが育英会へ寄付 

11 月  高齢者雇用促進ガイドブック作成 

＊＊ 2012 年 

3 月-4 月 「食べて応援！かまぼこ東北」ポスターを 

全国の駅・空港等に掲出 

6 月  鈴木博晶氏が第 8 代会⾧に就任 

6 月  自民党谷垣総裁に消費税外税方式統一を要望 

10 月  東日本大震災の被災会員が講演 

10 月   需要創出のための「かまぼこ未来会議」発足 

＊＊ 2013 年 

2 月    第 1 回全国かまぼこ展示試食会を東京海洋大

学で開催 

2 月  消費税外税方式の実現を林農水大臣に要望 

3 月  全国かまぼこ祭り・かまぼこ即売会を東京・ 

ぷらっと築地で開催 

5 月    海外資源・市場調査で全蒲視察団がタイへ 

9 月    冊子「かまぼこダイエット」を配付 

9 月    ミニ幟「11 月 15 日は かまぼこの日・かま 

ぼこ千年」配付 

9 月   「元気モリモリかまぼこ体操・食育」イベン

トを宮城県で実施 

11 月   消費税 8％引き上げに伴い公正取引委員会 

へ価格表示カルテルを届出、受理された 

＊＊ 2014 年 

2 月  第 2 回全国かまぼこ展示試食会を東京海洋  

学で開催 

3 月 自民党水産基本政策委員会で、米国産すけそ 

うだらスリミの輸入関税無税化要望を陳述 

5 月    海外資源市場調査で全蒲視察団がベルギーへ 

9 月  「元気モリモリかまぼこ体操・食育」イベン

トを山口県で実施 

10 月  TPP 交渉妥結によってスリミ関税が撤廃さ

れる予定であったが、米国の TPP 不参加に
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6 月 4 月に発生した熊本地震の見舞金を全蒲財 

源から熊本県蒲鉾組合へ贈呈（50 万円） 

7 月    熊本地震の被災会員支援のため、熊本商品 

の販売協力を全国の会員へ依頼 

8 月     新組織に向け組織改革計画委員会発足 

9 月   「元気モリモリかまぼこ体操・食育」イベン

トを鹿児島県で実施 

＊＊ 2017 年 

4 月 第 1 回組織改革計画委員会 

8 月 かまぼこレシピをネット料理サイト「Nadia｣

で１年間公開（月 2 品レシピ開発） 

9 月  全国 8 地区で組織改革のための対話集会開始 

12 月 輸出販促材ビデオ「知って楽しむ、日本の 

かまぼこ」を作成。英語ナレーション、英 

語・中国語 字幕 

12 月 「魚肉練り製品の表示マニュアル」を作成 

＊＊ 2018 年 

1 月 シンガポールでかま 

ぼこセミナー&商談 

会を実施 

3 月 厚生労働省承認の 

「HACCP の考え方を 

取り入れた衛生管理 

のための手引「（小 

規模な魚肉練り製品 

事業者向け）」を制作、 

配布            

4 月   「水産ねり製品メーカーが直面する生産コ 

ストの高騰について」をプレスリリース 

6 月 広島市で開催の全かま通常総会で、一般社 

団法人日本かまぼこ協会の設立計画を承認    

下村全宏氏が第 9 代会⾧に就任 

8 月 第 1 回新法人設立準備委員会 

9 月   「元気モリモリかまぼこ体操・食育」イベン

トを島根県で実施 

10 月  「かまぼこ健康セミナー」を女子栄養大学で 

実施。管理栄養士 100 名が参加し交流 

＊＊ 2019 年 

2 月  インバウンド対策特別講座 

3 月    一般社団法人日本かまぼこ協会定款認証 

4 月 一般社団法人日本かまぼこ協会設立登記。 

    代表理事会⾧に下村全宏氏が就任 

6 月 一般社団法人日本かまぼこ協会の創立祝賀 

会。全国水産煉製品協会が解散 

7 月 第１回 流通部会（日かま協） 

7 月  インバウンド対策特別講座実施 

9 月  下村会⾧、生産費高騰などによるメーカー 

の窮状をテレビ朝日の番組で訴える 

12 月 プレスリリース「水産練り製品の生産コス 

ト高騰に関する調査結果」を公表 

12 月 第 72 回全国蒲鉾品評会から農水大臣賞 

「地域の固有価値」部門が追加された 

＊＊ 2020 年 

3 月 新型コロナウイルスの感染拡大により全 

国蒲鉾展示試食会を中止。審査会のみ実施。 

3 月 日かま協第 1 回小売部会・業務部会開催 

４月 新型コロナウイルス感染症 COVIDʷ19 に 

関する緊急事態宣言を発令（4/7～5/25) 

６月 23 日、通常総会を書面で開催。全国蒲鉾業 

者大会は中止 

７月 フィッシュプロテインのロゴマークと 

キャッチコピー（タグフレーズ）を設定 

９月 3～4 日 かまぼこ夏期大学を Zoom で実施 

９月  9 日プレスリリース「新型コロナウイルス感

染拡大による影響調査」 

９月  全かまから提案し厚労省に承認された石臼

機械の安全装置（加圧センサーと電気ブレ

ーキ併用の緊急停止装置）が石巻市労基署

の確認の元、工場に設置、実績を作った 

11 月 12 日プレスリリース「良質なタンパク質を

かまぼこ製品（魚肉練り製品）でフィッシ

ュプロテインの重要性を訴求」 

11 月  フィッシュプロテイン Web サイト運用開始 

12 月 15 日の 臨時理事会で 2021 年度全国蒲鉾 

品評会の中止を決定 

＊＊ 2021 年 

1 月    新型コロナウイルス感染症 COVID-19 に 

関する緊急事態宣言を再度発令 

２月 HACCP 手引書を魚肉練り製品事業者が自 

習するときに役立つビデオ教材を作成  
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近年のねり製品生産量（かまぼこ類）は、1975 年の 103 万㌧を

ピークに漸減傾向にあり、2019 年は半減の 44 万㌧となっている。

また主原料のすり身価格は、世界的な白身魚の需要の高まりの中、

これまでにない高水準で推移しており、業界は厳しい状況が続いて

いる。 

しかしながら現在、健康志向の高まりで高齢者にとどまらず女性

やアスリートが高タンパク質食品に熱い視線を注いでいる。日本か

まぼこ協会は良質なたんぱく質「フィッシュプロテイン」を掲げ業

界一丸となって、練り製品業界の発展、需要回復に取り組む。 
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て目立つ。ねり製品生産量の上位県はその現れとも

見てとれる。   

2011 年、宮城・福島が生産量を大きく減らして

いるのは東日本大震災の影響。その後も 2010 年の

水準には戻っていない。 

練り製品は地域に根付いた食品として親しまれ

ており、伝統食の色合いを残すが、その一方で消

費者の多くが購入場所としてスーパーマーケット

を選ぶようになり、都市部出荷・広域流通に対応

し量産化を進めてきた生産者の台頭が近年におい
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米国スケトウすり身の輸入は漁獲枠の放出量によって上下があるが、キロ

単価（CIF＝日本着値）は右肩上がりの傾向にある。（日本貿易統計から） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本かまぼこ協会のルーツは、水産ねり製品（かまぼこ、ちくわなど）の 

 製造業者による業界唯一の全国組織として 1940 年（昭和 15 年）12 月 9 日 

 に設立された「全国蒲鉾組合連合会（任意組合）」です。その後、「全国水 

 産煉製品協会」、「全国蒲鉾協同組合連合会」を経て、2019 年（平成 31 年） 

4 月 3 日に「一般社団法人 日本（にっぽん）かまぼこ協会」が設立されまし 

た。 

  「日かま協」の会員企業は、北は北海道から南は沖縄まで、約 600 社（う 

ち賛助会員は約 50 社・2019 年 6 月現在）を数えており、「フィッシュプロ 

テイン」（魚肉タンパク質）、「骨なしシーフード」をキーワードに、多種 

多様なかまぼこ製品の消費拡大や、「ニッポンの味・技＝かまぼこ」の海外 

市場の拡大に向けた様々な活動を行っています。 

  また、全国蒲鉾品評会の開催（農林水産省後援）、次世代の人材育成のための蒲鉾夏期・冬期大学 

 や各種研修会等も開催しています。目標は、品質・おいしさ、安心安全、健康を消費者に届けている 

魚肉練り製品業界の振興・発展です。 
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 消費拡大が協会の最優先事業であり、需要つくり委員会、流通部会を中心に立案し、全国の会員が

協力して実施しています。 

 フィッシュプロテインをキーワードにした需要喚起、かまぼこ健康セミナー、ネットの料理サイト

でレシピ発信、「カマピー＆チックルの日本昔話・かぐや姫と桃太郎」動画、「元気モリモリかまぼこ

体操」DVD と食育イベント、かまぼこ製品の機能性研究助成事業（2003 年〜2009 年）などが実績です。 

1947 年、東京で第１回が開かれて以来、毎年「全国蒲鉾品評会」を 

農林水産省後援の下に開催しています。日本全国から素晴らしい逸  

品・名品およそ千点が出品され、伝統食品の精華を披露して好評を博   

しています。品評会は、他社の製品を実見して商品力アップのヒント  

を得る絶好の機会にもなっています。優秀製品は農林水産大臣賞ほか  

の表彰を受け、天皇杯や内閣総理大臣賞への登竜門となっています。 

                  

毎年、品評会表彰式並びに永年勤続従業員の表彰が大会内で行われます。全国から大勢の業者が参

集し、受賞者を祝い、各地の近況や情勢など懇親会を開き親睦を図っています。従業員表彰は、1956

年から創設された制度で、近年は毎年 100 名以上が表彰されています。 

 

会員の子弟、従業員に対する基礎的教育は業界の裾野を広げるために極めて有効な方法です。こ

の講座は 1960 年に第 1 回を開催、以後、毎年 8 月末から 9 月にかけて開講しています。技術、衛生

管理など基礎的教科のほか、状況の変化に即したタイムリーな問題も加え、かまぼこ業界の現場に即

した実戦的な講座として、毎回、多数の受講者が参加しています。 

 講師陣にはその分野の第一人者を配して、教育の徹底を期しています。各地の情報交換や自由な話

合いを通じて業者間の交流が図られること、これもプラス面のひとつです。すでに受講者は数千人に

達し、現在の業界を支える人材に育っています。1997 年からは夏期大学より教育程度の高いカリキュ

ラムの「蒲鉾冬期大学」も開講しています。 

正会員及び賛助会員の方々をお招きして、勉強会をかねた懇親会を

開いています。トピックスは、消費拡大、製品の衛生・安全、国の新

制度への対応など、事業者向けに役立つサービスです。
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 政府の規制や助成に関する通知や情報を会員に迅速に提供しています。また、個々のかまぼこ屋で

は実現困難な要望を全国パワーにして政府・与党に陳情・要求しています。最近の事例では、消費税

の消費税 8％に引き上げ時、総額表示のみから「本体価格＋税」の表記を要請し実現。10％引き上げ

時には水産練り製品の軽減税率を要望、実現しました。また 2020 年 9 月には弊会が提案した石臼機

械の安全装置について、厚労省が了承しました. 

 

様々な国庫補助金を申請・受給し、業界の発展のために生かしています。最近の例としては、「か

まぼこ 900 年キャンペーン事業（2015 年）」、「魚肉たんぱく冊子・クリアファイル配布（2016 年）」、

「外国人向け蒲鉾紹介ビデオ（2017 年）」、「HACCP 手引書作成（2017 年）」、「海外かまぼこ

セミナー・シンガポール商談会（2018 年）」、「HACCP 手引書の使い方ビデオ作製（2021 年）」

があります。 

 

 

協会は会員の国庫補助金の申請等をお手伝いしています。2013 年以降に会員が受けた国庫補助金は

52 件でした。採択された主なものを挙げてみます。①「国産水産物目詰まり解消事業」が 13～17 年

度で 25 件、加工機械などの購入費用が助成されました。②「HACCP 対応の施設改修支援事業」が

13～17 年で 19 件、輸出先国の基準を満たすための施設改修費用が助成されました。③「復興販路回

復支援事業」16～17 年で 8 件。東日本大震災で失われた販路を回復するための加工機械の購入費、マ

ーケティング費用などが助成されました。 
 

 

毎月一回、機関紙「水産煉製品新聞」（1948 年創刊）を発行。業界内外の動向や原料・販売事情、

統計資料等を掲載しています。 

 

 

＊日本水産煉製品年鑑（1942 年 12 月） ＊かまぼこを語る（1949 年 12 月） ＊細工蒲鉾原色図鑑

（1952 年 1 月） ＊蒲鉾便覧（1954 年 2 月） ＊水産煉製品ハンドブック（1959 年 11 月） ＊蒲鉾

50 年（1970 年 3 月） ＊日本の味かまぼこを訪ねて（カラースライド・1975 年 3 月） ＊蒲鉾研究

所研究報告集（1975 年 9 月、1988 年 3 月） ＊かまぼこの話（1979 年 8 月） ＊水産煉製品製造業

技術振興指針（1985 年 9 月） ＊技能検定水産練り製品製造学科試験必携 Q＆A（1987 年 12 月） ＊

なるほど・ザ・かまぼこ物語（ビデオテープ・1988 年 3 月） ＊フードマイスターシリーズ（ビデオ

テープ・1994 年 3 月～1998 年 3 月） ＊復刻版かまぼこの歴史（1987 年 11 月） ＊昔の蒲鉾・今

の蒲鉾（2000 年 10 月） ＊KA・MA・BO・KO（CD・2002 年 12 月）  ＊かまぼこでぐんぐん健

康になる本（2004 年 4 月）   ＊元気モリモリかまぼこ体操（DVD・2013 年 4 月） ＊かまぼこダ

イエット（2013 年 8 月） ＊かまぼこはタンパク質のかたまり（2016 年 10 月） ＊魚肉練り製品の

表示マニュアル（2017年12月)    ＊HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手引書（2018

年 3 月） 
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